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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

(注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２. 第43期中及び第45期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、１株当たり中間純損失が計上されているた

め記載しておりません。  

３．第44期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 15,416 16,996 16,605 38,051 39,926 

経常利益又は経常損失（△）（百万

円） 
△1,111 355 318 5,128 6,310 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
△792 112 △277 2,761 3,694 

純資産額（百万円） 29,788 32,006 33,492 33,263 35,193 

総資産額（百万円） 43,365 52,271 56,569 44,139 52,859 

１株当たり純資産額（円） 904.06 971.34 1,015.65 1,009.46 1,067.55 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

△24.06 3.42 △8.42 83.81 112.10 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ 3.42 － 83.74 112.04 

自己資本比率（％） 68.7 61.2 59.2 75.4 66.6 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△3,057 △2,472 △3,182 4,369 5,501 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
△1,307 △2,639 △3,393 △3,116 △5,628 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

（百万円） 
3,649 9,750 5,763 △1,581 4,942 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
1,570 6,724 5,978 1,962 6,895 

従業員数（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

740 

(1,476) 

759 

(1,578) 

788 

(1,664) 

735 

(1,441) 

758 

(1,588) 



(2）提出会社の経営指標等 

(注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．中間連結財務諸表を作成しているため、「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間純損益」、「潜在株式調

整後１株当たり中間純利益」については記載を省略しております。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（百万円） 12,343 14,296 13,797 32,174 34,575 

経常利益又は経常損失（△）（百万

円） 
△847 391 316 5,341 6,201 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
△603 212 △181 3,063 3,307 

資本金（百万円） 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 

（発行済株式総数）（千株） (33,359) (33,359) (33,359) (33,359) (33,359) 

純資産額（百万円） 29,853 32,235 33,375 33,441 34,932 

総資産額（百万円） 41,387 50,762 54,908 42,381 50,882 

１株当たり配当額（円） 10.00 10.00 10.00 45.00 48.00 

自己資本比率（％） 72.1 63.5 60.8 78.9 68.7 

従業員数（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

651 

(1,418) 

679 

(1,525) 

706 

(1,618) 

652 

(1,388) 

676 

(1,539) 



２【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ホクト株式会社）及び子会社３社により構成されており、き

のこ事業、化成品事業、健康食品関連事業の３事業部門に関係する事業を営んでおります。 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

［事業系統図］ 

 なお、当社グループの事業内容を事業系統図によって示すと次のとおりとなりました。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。）であ

り、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に当中間連結会計期

間の平均人員を外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

(注）従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（季節工、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は（ ）内に、当中間会計期間の平均人員を外数

で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

きのこ事業 717 (1,640) 

化成品事業 64 (17) 

健康食品関連事業 7 (7) 

合計 788 (1,664) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 706 (1,618) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資の増加や、雇用情勢の改善が進み、

景気は穏やかながら拡大を続けております。 

このような環境の中、当社グループは各事業におきまして収益の拡大を目指し、効率的な経営に努めてまいりまし

た。 

  中核を占めますきのこ事業においては、昨年８月操業を開始した赤沼きのこセンターが、今期フルに寄与し、また

平成19年９月より新たに建設した上田きのこセンター（ぶなしめじ年間生産量3,200ｔ）が生産を開始したことによ

り、ぶなしめじ、エリンギともに生産量は増加いたしました。 

 しかしながら、業績に大きな影響をあたえる販売単価は５月下旬から続いた野菜全般の価格の低迷や、８月、９月

の記録的な暑さや残暑の厳しさなどにより、きのこの単価および販売量が低迷し、きのこ事業におきましては、厳し

い中間期となりました。 

  化成品事業におきましては、原油高に伴う原材料や資材の値上げ等厳しい環境ではありましたが、積極的な営業展

開を行い、ほぼ計画通りの業績となりました。 

  また、健康食品関連事業におきましては、昨年より販売を開始した「記憶の素」を中心に販売に努めております

が、厳しい状況が続いております。 

  なお、きのこ事業におきましては、上半期はきのこの需要が低調のため、価格は安く、下半期は逆にきのこの需要

が拡大し価格が高くなるという季節的要因が利益に大きく影響いたします。 

  以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高166億5百万円（前年同期比2.3％減）、営業損失41百万円、経

常利益3億18百万円（前年同期比10.6％減）、中間純損失2億77百万円となりました。 

[きのこ事業] 

  当事業におきましては、引き続き生産の拡大と品質の向上、販売の強化を中心に業績の拡大に努めてまいりまし

た。 

  生産面におきましては、昨年操業を開始した赤沼きのこセンターが今上半期エリンギの生産量の増加に寄与し、ま

たこの９月より上田きのこセンターがぶなしめじの生産を開始したことにより、当中間期の生産量はブナピーを含め

ぶなしめじが16,046ｔ（前年同期比1.4％増）、エリンギ7,396ｔ（前年同期比12.8％増）、まいたけ5,061ｔ（前年

同期比1.7％減）となりました。 

  しかし、販売面におきまして、５月以降続いた野菜の価格の低迷や、８月、９月の猛暑及び厳しい残暑によりきの

この需要が落ち込み、販売量、価格とも計画を下回りました。 

  以上の結果、きのこ事業全体の売上高は137億73百万円（前年同期比3.4％減）となりました。 

[化成品事業] 

 当事業の包装資材関係は原油高をはじめとする原材料の値上げ等厳しい状況で推移しましたが、経費の削減や、新

規市場の開拓、きめ細やかな営業に徹し業績の向上に努めました。 

また、農業資材関係は、買い替え需要を中心に営業展開を図り、売上の拡大を目指してまいりました。 

  以上の結果、当事業の売上高は27億62百万円（前年同期比4.3％増）となりました。 

[健康食品関連事業] 

 当事業におきましては、依然としてアガリクスの販売が回復せず、また「記憶の素」の販売も低調に推移し、厳し

い状況が続いております。 

  以上の結果、当事業部門の売上高は68百万円（前年同期比16.1％減）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は59億78百万円となり、前連結会計年

度末より9億16百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動により減少した資金は31億82百万円となりました。これは主に、減価償却費11億12百万円等による増加

と売上債権の増加額6億36百万円、法人税等の支払額24億78百万円等による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動により減少した資金は33億93百万円となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出6億81百

万円、有形固定資産の取得による支出26億14百万円等による減少であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動により増加した資金は57億63百万円となりました。これは主に、短期借入れ220億円による増加と、短期

借入金返済150億円、配当金の支払額12億50百万円等による減少であります。 



２【生産・受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとにあらわすと、次のとおりであります。 

(注）１. 上記につきましては、金額換算が煩雑であるため数量で表示しております。 

２. セグメント間取引については、生産実績に含めておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績は、次のとおりであります。 

(注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとにあらわすと、次のとおりであります。 

(注）１. セグメント間取引については相殺消去しております。 

２. 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

きのこ事業    

  ぶなしめじ  (t) 16,046 101.4 

  エリンギ    (t) 7,396 112.8 

  まいたけ    (t) 5,061 98.4 

計 28,504 103.6 

化成品事業    

  Ｐ．Ｐビン  (千本) 2,788 195.4 

  コンテナ    (千個) 117 67.2 

  キャップ    (千個)  1,981 134.2 

健康食品関連事業     

  アガリクス （t） 0 13.6 

  ヤマブシタケ  (t) 11 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

化成品事業（百万円） 2,385 105.4 

計（百万円） 2,385 105.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

きのこ事業（百万円） 13,773 96.6 

化成品事業（百万円） 2,762 104.3 

健康食品関連事業（百万円） 68 83.9 

計（百万円） 16,605 97.7 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

  きのこの研究開発活動につきましては、当社「きのこ総合研究所」におきまして、バイオテクノロジーの技術を駆

使し、新品種の開発、既存品種の改良、栽培方法の研究等きのこに関する全般について研究開発活動に努めておりま

す。 

  なお、当中間連結会計期間における研究開発費は66百万円であります。 

  当中間連結会計期間における研究開発の主な成果は次のとおりです。 

(1）きのこ事業 

種苗登録出願 

 ①マイタケ Grifon 120  

     出 願 日 平成19年８月21日 

     出願番号 第２１３４６号 

  

 ②ブナシメジ marmo 20 

     出 願 日 平成19年８月21日  

    出願番号  第２１３４５号  

特許出願 

             ①リパーゼ阻害剤及びその製造方法と治療方法 

                出 願 日 平成19年６月22日 

                出願番号 ２００７－１６５２５８  

     

特許登録 

             ①新規セスキテルペン系化合物、その製造方法及び組成物 

                 登録番号  ３９８８８３３ 

                 登 録 日  平成19年７月27日 

  

  

学会発表 

①日本動脈硬化学会 

発 表 日 平成19年７月13日 

演    題 エリンギ抽出物による脂肪摂取後の血しょうトリグリセリド値上昇抑制効果 

  

 ②日本きのこ学会 

     発 表 日 平成19年９月19日 

     演    題  担子菌エノキタケにおけるAgribacteriumuを介した形質転換系とRNAi用ベクターの開発  

                 信州大学繊維学部との共同研究 

                 発 表 日 平成19年９月19日 

                 演    題 Agaricus blazei Murrill子実体に含まれる２種のβグルカナーゼの性質 

山梨大学との共同研究 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末（平成19年３月31日）に実施中であった設備計画のうち完了し

た設備計画は以下のとおりです。 

(注）１. 金額には消費税等は含まれておりません。 

２. 従業員数の（ ）は臨時従業員であり、外書しております。 

３．帳簿価額のうち「その他」は、什器備品であります。 

(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はありません。 

会社名 
事業所 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業 
員数 
（人） 

摘要 建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 
（百万円）

土地 
（百万円）
（面積㎡）

その他 
（百万円）

合計 
（百万円） 

ホクト㈱  
上田きのこセンター  

（長野県上田市）  
 きのこ事業 

 きのこ 

生産設備 
1,562 1,088 

748 

(54,744)
18 3,417 

20 

(68) 

 平成19年

５月完成



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 33,359,040 33,359,040 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 33,359,040 33,359,040 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

(注）①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役及び従業員の地位にあることを要する

ものとする。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。 

③その他の条件については、当社と新株予約権の割当対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると

ころによるものとする。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議）  

 
当中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 604個 604個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －個 －個 

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 60,400株 60,400株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 1,578円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日 

～平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額 

当社普通株式1株の発行価格 

                  1,578円 

当社資本組入額    789円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入

れその他一切の処分は認

めないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
－ － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

(注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日

～平成19年９月30日 
－ 33,359,040 － 5,500 － 5,692 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社北斗 長野県長野市若里1-31-21 5,900 17.69 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海1-8-11 2,538 7.61 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町2-11-3 2,420 7.26 

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所岡田178-8 1,619 4.86 

財団法人水野美術館 長野県長野市若里6-1158-39  1,500 4.50 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2-2-2 1,317 3.95 

ユアサ商事株式会社 東京都中央区日本橋大伝馬町13-10 701 2.10 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川2-3-14 665 1.99 

水野 正幸 長野県長野市 500 1.50 

キッセイ薬品工業株式会社 長野県松本市芳野19-48 499 1.50 

計 － 17,662 52.95 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,538千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,420千株

野村信託銀行株式会社 1,317千株

日興シティ信託銀行株式会社 665千株



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注）上記「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が

7,700株、議決権の数77個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権の数１個）

あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注）最高、最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  382,100 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,651,300 326,513 同上 

単元未満株式 普通株式  325,640 － 同上 

発行済株式総数  33,359,040 － － 

総株主の議決権 － 326,513  － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ホクト株式会社 
長野県長野市南堀

138-1 
382,100 － 382,100 1.15 

計 － 382,100 － 382,100 1.15 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,085 2,190 2,305 2,220 2,055 1,976 

最低（円） 1,863 1,899 2,050 1,952 1,871 1,830 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当事項はありません。 

(2）退任役員 

    該当事項はありません。 

(3）役員の異動 

  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役会長兼ＣＥＯ  － 代表取締役会長兼ＣＥＯ  － 水野 正幸 平成19年６月28日 

専務取締役  きのこ販売本部長  常務取締役  きのこ販売本部長 小松 茂樹  平成19年６月28日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連

結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  みすず監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金     6,764     6,218     7,135   

２ 受取手形及び売掛金 ※3   3,368     3,201     2,566   

３ たな卸資産     3,736     4,028     3,666   

４ 繰延税金資産     265     474     454   

５ その他     198     526     98   

貸倒引当金     △16     △7     △11   

流動資産合計     14,316 27.4   14,442 25.5   13,910 26.3 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 ※1                   

(1）建物及び構築物 ※2 19,047     19,783     18,689     

(2）機械装置及び運
搬具 

  3,561     4,414     3,715     

(3）土地 ※2 8,752     10,086     10,015     

(4）建設仮勘定   1,430     1,842     1,268     

(5）その他   208 33,000 63.1 271 36,397 64.3 236 33,924 64.2 

２ 無形固定資産     80 0.2   140 0.3   82 0.2 

３ 投資その他の資産                     

(1）投資有価証券   4,280     4,707     4,295     

(2) 繰延税金資産   －     139     2     

(3）その他   626     760     662     

貸倒引当金   △33 4,873 9.3 △18 5,588 9.9 △18 4,942 9.3 

固定資産合計     37,954 72.6   42,127 74.5   38,949 73.7 

資産合計     52,271 100.0   56,569 100.0   52,859 100.0 

                      

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形及び買掛金     3,232     3,392     3,095   

２ 短期借入金 ※2   14,000     16,500     9,500   

３ 未払金     1,584     1,526     1,616   

４ 未払法人税等     155     133     2,568   

５ 賞与引当金     563     520     585   

６ 設備支払手形     471     711     15   

７ その他     187     195     277   

流動負債合計     20,194 38.6   22,980 40.6   17,658 33.4 

Ⅱ 固定負債                     

１ その他     70     96     6   

固定負債合計     70 0.1   96 0.2   6 0.0 

負債合計     20,265 38.8   23,076 40.8   17,665 33.4 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金      5,500 10.5   5,500 9.7   5,500 10.4 

２ 資本剰余金      5,692 10.9   5,692 10.1   5,692 10.8 

３ 利益剰余金      21,210 40.6   22,915 40.5   24,452 46.3 

４ 自己株式     △867 △1.7   △812 △1.4   △833 △1.6 

株主資本合計     31,534 60.3   33,295 58.9   34,811 65.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価
差額金 

    421 0.8   192 0.3   330 0.6 

２ 為替換算調整勘定     49 0.1   4 0.0   52 0.1 

評価・換算差額等合計     471 0.9   197 0.3   382 0.7 

純資産合計     32,006 61.2   33,492 59.2   35,193 66.6 

負債純資産合計     52,271 100.0   56,569 100.0   52,859 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※2   16,996 100.0   16,605 100.0   39,926 100.0 

Ⅱ 売上原価     13,252 78.0   12,940 77.9   26,489 66.3 

売上総利益     3,743 22.0   3,664 22.1   13,437 33.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1   3,595 21.1   3,706 22.4   7,686 19.3 

営業利益又は営業損
失（△） 

    148 0.9   △41 △0.3   5,751 14.4 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   45     109     166     

２ 投資有価証券売却益   64     －     169     

３ 受入助成金   18     297     126     

４ 為替差益   74     －     76     

５ 受取地代家賃   －     53     －     

６ その他   45 248 1.4 36 496 3.0 107 646 1.6 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   29     65     75     

２ 投資事業組合損失   11     －     11     

３ 為替差損   － 41 0.2 72 137 0.8 － 87 0.2 

経常利益     355 2.1   318 1.9   6,310 15.8 

Ⅵ  特別利益                     

１ 貸倒引当金戻入   3     3     4     

２ 受入保険金   －     23     －     

３ その他   0 3 0.0 － 26 0.2 0 4 0.0 

Ⅶ 特別損失                     

１ 投資有価証券評価損   8     3     8     

２ 役員退職慰労金   －     519     －     

３ その他   0 9 0.0 45 568 3.4 0 9 0.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益又は
税金等調整前中間純
損失（△） 

    350 2.1   △223 △1.3   6,305 15.8 

法人税、住民税及び
事業税 

  98     122     2,664     

法人税等調整額   139 237 1.4 △68 53 0.3 △53 2,611 6.5 

中間（当期）純利益
又は中間純損失
（△） 

    112 0.7   △277 △1.7   3,694 9.3 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金  利益剰余金  自己株式  株主資本合計  

平成18年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 22,252 △868 32,576 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）     △1,153   △1,153 

役員賞与（注）     △0   △0 

中間純利益     112   112 

自己株式の取得       △2 △2 

自己株式の処分     △0 3 2 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
－ － △1,042 0 △1,041 

平成18年９月30日 残高 （百万円） 5,500 5,692 21,210 △867 31,534 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金  

為替換算調整勘

定 

評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 686 － 686 33,263 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当（注）       △1,153 

役員賞与（注）       △0 

中間純利益       112 

自己株式の取得       △2 

自己株式の処分       2 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△264 49 △215 △215 

中間連結会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
△264 49 △215 △1,256 

平成18年９月30日 残高 （百万円） 421 49 471 32,006 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

  

 
株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金  利益剰余金  自己株式  株主資本合計  

平成19年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 24,452 △833 34,811 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当     △1,252   △1,252 

中間純損失     △277   △277 

自己株式の取得       △4 △4 

自己株式の処分     △6 25 18 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
－ － △1,536 21 △1,515 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 5,500 5,692 22,915 △812 33,295 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金  

為替換算調整勘

定 

評価・換算差額

等合計 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 330 52 382 35,193 

中間連結会計期間中の変動額         

剰余金の配当       △1,252 

中間純損失       △277 

自己株式の取得       △4 

自己株式の処分       18 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額 
△137 △47 △185 △185 

中間連結会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
△137 △47 △185 △1,700 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 192 4 197 33,492 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株 主 資 本 

 資本金 資本剰余金  利益剰余金  自己株式  株主資本合計  

平成18年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 22,252 △868 32,576 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注）     △1,482   △1,482 

役員賞与（注）     △0   △0 

当期純利益     3,694   3,694 

自己株式の取得       △7 △7 

自己株式の処分     △10 42 31 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額 
          

連結会計年度中の変動額合計 

                      （百万円） 
－ － 2,199 35 2,234 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 24,452 △833 34,811 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券

評価差額金  

為替換算調整勘

定 

評価・換算差額

等合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 686 － 686 33,263 

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当（注）       △1,482 

役員賞与（注）       △0 

当期純利益       3,694 

自己株式の取得       △7 

自己株式の処分       31 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額 
△356 52 △304 △304 

連結会計年度中の変動額合計 

                      （百万円） 
△356 52 △304 1,930 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 330 52 382 35,193 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         
税金等調整前中間（当期）純利益又は

税金等調整前中間純損失（△） 
  350 △223 6,305 

減価償却費   941 1,112 1,996 

貸倒引当金の増減額   20 △3 0 

賞与引当金の増減額   34 △64 56 

前払年金費用の増減額   △17 △11 △36 

受取利息及び受取配当金   △66 △136 △205 

支払利息   29 65 75 

為替差損益   △74 72 △76 

受入損害補償金   － △23 － 

役員退職慰労金   － 519 － 

投資事業組合損益   11 2 11 

投資有価証券売却益   △64 － △169 

投資有価証券評価損   8 3 8 

有形固定資産売却損    0 9 0 

有形固定資産除却損   0 0 0 

売上債権の増加額   △1,382 △636 △581 

たな卸資産の増減額   5 △361 75 

仕入債務の増減額   112 297 △24 

その他の流動資産増減額   △22 △403 76 

その他の流動負債増減額   △177 △564 230 

役員賞与の支払額    △0 － △0 

小計   △292 △347 7,743 

利息及び配当金の受取額   66 136 205 

利息の支払額   △29 △65 △75 

法人税等の支払額   △2,217 △2,478 △2,370 

役員退職慰労金の支払   － △427 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △2,472 △3,182 5,501 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   － － △200 

有形固定資産の取得による支出   △2,357 △2,614 △5,054 

有形固定資産の売却による収入   100 35 107 

投資有価証券の取得による支出   △646 △681 △1,018 

投資有価証券の売却による収入   290 36 599 

貸付による支出    － △97 － 

その他の資産取得   △108 △167 △252 

その他の資産売却   81 96 189 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,639 △3,393 △5,628 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる収入   45,000 22,000 72,500 

短期借入金の返済による支出   △34,100 △15,000 △66,100 

自己株式の取得による支出   △2 △4 △7 

自己株式の売却による収入   2 18 31 

配当金の支払額   △1,149 △1,250 △1,481 

財務活動によるキャッシュ・フロー   9,750 5,763 4,942 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   124 △105 117 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   4,762 △916 4,933 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,962 6,895 1,962 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高 
※ 6,724 5,978 6,895 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

 連結子会社の数  ３社 

  連結子会社名 

   ホクト産業㈱ 

   ホクトメディカル㈱ 

   HOKTO KINOKO COMPANY 

  HOKTO KINOKO COMPANYについて

は、当中間連結会計期間において新

たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 連結子会社の数  ３社 

  連結子会社名 

   ホクト産業㈱ 

   ホクトメディカル㈱ 

   HOKTO KINOKO COMPANY 

   

 連結子会社の数  ３社 

  連結子会社名 

   ホクト産業㈱ 

   ホクトメディカル㈱ 

  HOKTO KINOKO COMPANY 

  HOKTO KINOKO COMPANYについて

は、当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含めて

おります。 

２．持分法の適用に関

する事項 

  該当事項はありません。 同左 同左 

３．連結子会社の中間

決算日（決算日）

等に関する事項 

  連結子会社の中間期の末日は、中

間連結決算日と一致しております。 

同左   連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法  

①有価証券     

その他有価証券で時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等

による時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法  

①有価証券     

その他有価証券で時価のあるもの 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法  

①有価証券     

その他有価証券で時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等によ

る時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  

  その他有価証券で時価のないもの 

移動平均法による原価法 

その他有価証券で時価のないもの 

同左 

その他有価証券で時価のないもの 

同左 

  投資事業有限責任組合への出資 

組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の

決算報告書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によ

っております。 

投資事業有限責任組合への出資 

同左 

  

  

  

  

投資事業有限責任組合への出資 

同左 

  

  

  

  

  ②たな卸資産 

商品・製品・原材料及び仕掛品 

総平均法に基づく原価法   

貯蔵品 

最終仕入原価法 

②たな卸資産 

商品・製品・原材料及び仕掛品 

同左 

貯蔵品 

同左 

②たな卸資産 

商品・製品・原材料及び仕掛品 

同左   

貯蔵品 

同左 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

定率法を採用しております。 

  ただし、機械装置と平成10年4月

１日以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物及び構築物     ５年～50年 

  機械装置及び運搬具 ２年～10年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

 

  

  

  

  

   

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ――――― 

  

  

  

 （会計方針の変更） 

    当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連結

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。 

  これにより営業損失、税金等調

整前中間純損失はそれぞれ13百万

円増加し、経常利益は13百万円減

少しております。 

  なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

――――― 

  

  

  

  ――――― 

  

 （追加情報） 

    当社及び国内連結子会社は、法

人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しておりま

す。 

  これにより営業損失、税金等調

整前中間純損失はそれぞれ14百万

円増加し、経常利益は14百万円減

少しております。 

  なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

  

――――― 

  

  ②無形固定資産 

定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、翌期賞与支給見込額のうち当

中間連結会計期間対応分を計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、翌期賞与支給見込額のうち当

連結会計年度期間対応分を計上し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。ただし、

当中間連結会計期間末において

は、年金資産の見込額が退職給付

債務見込額から未認識数理計算上

の差異を控除した額を超えている

ため、前払年金費用として投資そ

の他の資産の「その他」に含め中

間連結貸借対照表に計上しており

ます。 

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌期から費用処

理することとしております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。ただ

し、当連結会計年度末において

は、年金資産の見込額が退職給付

債務見込額から未認識数理計算上

の差異を控除した額を超えている

ため、前払年金費用として投資そ

の他の資産の「その他」に含め連

結貸借対照表に計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしており

ます。 

   (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

子会社の資産、負債、収益及び費

用は中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しておりま

す。 

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左   

 (ニ)重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社の資産、負債、収益及び費用は

連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。 

  (ホ)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ)重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (ヘ)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる事項 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

(ヘ)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる事項 

同左 

(ホ)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる事項 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

    当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月

９日）を適用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は32,006百万円でありま

す。 

  なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

――――― 

    

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

    当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は35,193百万円でありま

す。 

  なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書）  

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「受取配当金」（当中間連結会計期間は20百万円）

は、営業外収益の総額の100分の10以下となったため、

営業外収益の「その他」に含めて表示することにしま

した。 

２．「為替差益」は、前中間連結会計期間は営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

連結会計期間において営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記いたしました。 

  なお、前中間連結会計期間の「為替差益」は３百万

円であります。 

３．「投資事業組合損失」は、前中間連結会計期間は営

業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

  なお、前中間連結会計期間の「投資事業組合損失」

は１百万円であります。  

 （中間連結損益計算書） 

 １．「受取地代家賃」は、前中間連結会計期間は営業外 

   収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、当 

   中間連結会計期間において営業外収益の総額の100分の 

   10を超えたため区分掲記いたしました。 

     なお、前中間連結会計期間の「受取地代家賃」は17 

   百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、14,779百万円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、16,715百万円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、15,808百万円であります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のと

おりであります。 

     建       物  2,152百万円 

土    地  1,073百万円 

       計    3,225百万円 

担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

  短期借入金  14,000百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のと

おりであります。 

     建       物  2,025百万円

土    地  1,073百万円

       計    3,099百万円

担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

  短期借入金  16,500百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は、次のと

おりであります。 

     建       物   2,093百万円

土    地   1,073百万円

       計     3,166百万円

担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

  短期借入金   9,500百万円

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形          50百万円 

※３ 中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしておりま

す。なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高

に含まれております。 

受取手形          50百万円

※３ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をも

って決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日は金融

機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれておりま

す。 

受取手形          46百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。   

運送費           1,067百万円 

  販売手数料         985百万円 

  広告宣伝費         254百万円 

  給料手当           396百万円 

  賞与引当金繰入額    92百万円 

  退職給付費用       20百万円 

  貸倒引当金繰入額    24百万円 

※１  販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。   

運送費           1,139百万円

  販売手数料         969百万円

  広告宣伝費         281百万円

  給料手当           416百万円

  賞与引当金繰入額    78百万円

  退職給付費用       18百万円

   

※１  販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。   

販売手数料       2,481百万円

  運送費           2,277百万円

  広告宣伝費         306百万円

  給料手当           778百万円

  賞与引当金繰入額    99百万円

  退職給付費用       41百万円

   

※２  売上高の季節的変動 

    当社グループの売上高、特にきの

こ生産部門において上半期と下半期

との売上高に、季節的変動による著

しい差異があります。 

※２  売上高の季節的変動 

同左 

  

  

  

※２  売上高の季節的変動 

―――― 

  

  

  

     



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,402株は、すべて単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少1,600株は、新株予約権の権利の行使による自己株式の処分によるもので

あります。 

２．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

(２) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末

株式数 (株) 

当中間連結会計期

間増加株式数 (株) 

当中間連結会計期

間減少株式数 (株) 

当中間連結会計期

間末株式数 (株) 

発行済株式        

普通株式 33,359,040 － － 33,359,040 

合計 33,359,040 － － 33,359,040 

自己株式        

普通株式  （注）１，２ 408,483 1,402 1,600 408,285 

合計 408,483 1,402 1,600 408,285 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

1,153 
 円      銭 

 35   00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 

百万円 

329 利益剰余金 
 円   銭 

10  00 平成18年９月30日 平成18年12月11日 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,952株は、すべて単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少12,000株は、新株予約権の権利の行使による自己株式の処分によるもので

あります。 

２．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

(２) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  
前連結会計年度末

株式数 (株) 

当中間連結会計期

間増加株式数 (株) 

当中間連結会計期

間減少株式数 (株) 

当中間連結会計期

間末株式数 (株) 

発行済株式        

普通株式 33,359,040 － － 33,359,040 

合計 33,359,040 － － 33,359,040 

自己株式        

普通株式  （注）１，２ 392,218 1,952 12,000 382,170 

合計 392,218 1,952 12,000 382,170 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

1,252  
 円      銭 

38   00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式 

百万円 

329 利益剰余金 
 円   銭 

10  00 平成19年９月30日 平成19年12月10日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、新株予約権の権利の 

     行使による自己株式の処分によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(１) 配当金支払額 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末

株式数 (株) 

当連結会計年度増

加株式数 (株) 

当連結会計年度減

少株式数 (株) 

当連結会計年度末

株式数 (株) 

発行済株式        

普通株式 33,359,040 － － 33,359,040 

合計 33,359,040 － － 33,359,040 

自己株式        

普通株式  （注） 408,483 3,735 20,000 392,218 

合計 408,483 3,735 20,000 392,218 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

1,153  
 円      銭 

35   00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月16日 

取締役会  
 普通株式 

  

329  
  

10   00 平成18年９月30日  平成18年12月11日 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 

百万円 

1,252 利益剰余金 
 円   銭 

38  00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲載されている科目の金額と

の関係 

※現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲載されている科目の金額と

の関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲載されている

科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金勘定 6,764百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△40百万円 

現金及び現金同等

物 
6,724百万円 

現金及び預金勘定 6,218百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△240百万円 

現金及び現金同等

物 
5,978百万円 

現金及び預金勘定 7,135百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△240百万円 

現金及び現金同等

物 
6,895百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間連結会計期間末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間連結会計期間末残

高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 

(百万円) 

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

10,351 7,506 2,844 

その他 133 61 71 

合計 10,484 7,568 2,916 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間連
結会計
期間末
残高相
当額 

(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

3,288 2,453 835 

その他 133 87 46 

合計 3,421 2,540 881 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

9,433 7,550 1,883 

その他 127 71 56 

合計 9,560 7,621 1,939 

２．未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

２．未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

２．未経過リース料連結会計年度末残高相当

額 

１年内 1,813百万円 

１年超 902百万円 

合計 2,715百万円 

１年内 592百万円 

１年超 310百万円 

合計 902百万円 

１年内 1,187百万円 

１年超 565百万円 

合計 1,752百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 1,524百万円 

減価償却費相当額 1,464百万円 

支払利息相当額 34百万円 

支払リース料 785百万円 

減価償却費相当額 751百万円 

支払利息相当額 15百万円 

支払リース料 2,512百万円 

減価償却費相当額 2,407百万円 

支払利息相当額 59百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 2,840 3,527 686 

その他 611 630 18 

合計 3,451 4,157 705 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

    その他有価証券   

          非上場株式  
123 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 3,503 3,788 284 

その他 761 796 34 

合計 4,265 4,584 319 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

    その他有価証券   

          非上場株式  
123 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 3,022 3,545 523 

その他 598 627 28 

合計 3,620 4,172 552 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

    その他有価証券   

          非上場株式  
123 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日  至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

        前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

        当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容   
 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
当社の取締役７名、監査役３名及び 

従業員280名 
当社の取締役６名及び従業員326名 

ストック・オプション数 普通株式            76,900株 普通株式           162,600株 

付与日 平成15年１月31日 平成16年３月19日 

権利確定条件 

付与日（平成15年１月31日）以降、

権利確定日（平成16年７月１日）ま

で継続して勤務していること 

付与日（平成16年３月19日）以降、

権利確定日（平成17年７月１日）ま

で継続して勤務していること 

対象勤務期間 － － 

権利行使期間 
平成16年７月１日から 

平成19年６月30日まで             

平成17年７月１日から 

平成20年６月30日まで 

権利行使価格            （円）                           2,230                          1,578 

公正な評価単価（付与日）（円）                           2,200                          1,578 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

(注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３. 当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

 
きのこ事業 
（百万円） 

化成品事業 
（百万円） 

健康食品 
関連事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 14,264 2,650 81 16,996 － 16,996 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
19 176 0 196 △196 － 

計 14,284 2,826 81 17,193 △196 16,996 

営業費用 14,257 2,661 120 17,039 △191 16,848 

営業利益（又は営業損失） 27 165 △39 154 △5 148 

事業区分 主要製品 

きのこ事業 ぶなしめじ、エリンギ、まいたけ 

化成品事業 包装資材、農業資材 

健康食品関連事業 清涼飲料、アガリクス 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

(注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

      ３. 当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

      ４. 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４.会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価 

          償却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（会計方針の変更）に記載のとおり当中間連結会計期間から法人 

          税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減 

          価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ当中間連結会計期間に 

          おける営業費用は「きのこ事業」が13百万円増加し、営業利益が同額減少しております。なお、「化成品事 

          業」及び「健康食品関連事業」には影響はありません。 

５. 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 ４.会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価 

償却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（追加情報）に記載のとおり当中間連結会計期間から法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べ当中間連結会計期間における営業費用は「きのこ事業」が13百万円、「化成品事業」が１

百万円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。なお、「健康食品関連事業」には影響はありませ

ん。 

 
きのこ事業 
（百万円） 

化成品事業 
（百万円） 

健康食品 
関連事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 13,773 2,762 68 16,605 － 16,605 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
12 391 31 435 △435 － 

計 13,786 3,154 100 17,040 △435 16,605 

営業費用 13,948 2,948 175 17,072 △425 16,646 

営業利益（又は営業損失） △162 205 △75 △31 △10 △41 

事業区分 主要製品 

きのこ事業 ぶなしめじ、エリンギ、まいたけ 

化成品事業 包装資材、農業資材 

健康食品関連事業 清涼飲料、アガリクス、ヤマブシタケ 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

(注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

３. 当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日  至 平成19年９月30日） 

本邦の売上高のみであるため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

本邦の売上高のみであるため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日  至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
きのこ事業
（百万円）

化成品事業
（百万円）

健康食品
関連事業 

（百万円） 

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 34,514 5,229 183 39,926 － 39,926 

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
37 194 9 241 △241 － 

計 34,551 5,423 193 40,168 △241 39,926 

営業費用 29,046 5,139 243 34,429 △254 34,175 

営業利益 5,505 283 △50 5,738 12 5,751 

事業区分 主要製品 

きのこ事業 ぶなしめじ、エリンギ、まいたけ 

化成品事業 包装資材、農業資材 

健康食品関連事業 清涼飲料、アガリクス、ヤマブシタケ 



（１株当たり情報） 

(注）１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

        該当事項はありません。 

(2）【その他】  

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 971.34円 

１株当たり中間純利益

金額 
3.42円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
3.42円 

１株当たり純資産額 1,015.65円 

１株当たり中間純利益

金額 
△8.42円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,067.55円 

１株当たり当期純利益

金額 
112.10円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
112.04円 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

中間純損失金額 
     

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
112 △277 3,694 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は

中間純損失（百万円） 
112 △277 3,694 

期中平均株式数（千株） 32,949 32,972 32,953 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 16 － 18 

（うち、旧商法第280条ノ20及び第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権） 
(16) (－) (18) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

平成15年１月31日付で

付与された旧商法第280

条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予

約権（622個） 

該当ありません。 平成15年１月31日付で付

与された旧商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の

規定に基づく新株予約権

（614個） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   1,380     996     1,455    

２ 受取手形   2     1     0    

３ 売掛金   2,264     2,144     1,595    

４ たな卸資産   3,225     3,569     3,066    

５ 繰延税金資産   242     448     429    

６ その他   380     770     371    

貸倒引当金   △13     △5     △9    

流動資産合計     7,481 14.7   7,924 14.4   6,909 13.6 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

（1）建物 ※２ 17,190     17,927     17,551    

（2）機械装置   3,421     4,278     3,599    

（3）土地 ※２ 7,996     9,330     9,259    

（4）その他 ※２ 4,285     4,365     3,119    

計     32,894 64.8   35,902 65.4   33,529 65.9 

２ 無形固定資産     45 0.1   106 0.2   45 0.1 

３ 投資その他の資産                    

（1）投資有価証券   4,280     4,707     4,295    

（2）関係会社長期貸付
金   2,997     2,934     3,001    

（3）その他   3,096     3,357     3,135    

貸倒引当金   △33     △24     △33    

計     10,341 20.4   10,974 20.0   10,398 20.4 

固定資産合計     43,281 85.3   46,983 85.6   43,973 86.4 

資産合計     50,762 100.0   54,908 100.0   50,882 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形   1,334     1,436     1,331    

２ 買掛金   221     259     226    

３ 短期借入金 ※２ 14,000     16,500     9,500    

４ 未払金   1,672     1,847     1,572    

５ 未払法人税等   85     50     2,521    

６ 賞与引当金   514     472     533    

７ 設備支払手形   471     711     15    

８ その他   156     162     240    

流動負債合計     18,456 36.4   21,440 39.0   15,942 31.3 

Ⅱ 固定負債                    

１ 繰延税金負債   70     －     7    

２ その他   －     91     －    

固定負債合計     70 0.1   91 0.2   7 0.0 

負債合計     18,527 36.5   21,532 39.2   15,949 31.3 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金      5,500 10.8   5,500 10.0   5,500 10.8 

２ 資本剰余金                      

（1）資本準備金   5,692     5,692     5,692     

資本剰余金合計     5,692 11.2   5,692 10.4   5,692 11.2 

３ 利益剰余金                      

（1）利益準備金   761     761     761     

（2）その他利益剰余金                     

別途積立金   20,000     21,800     20,000     

繰越利益剰余金   727     241     3,482     

利益剰余金合計     21,489 42.3   22,802 41.5   24,244 47.6 

４ 自己株式     △867 △1.7   △812 △1.5   △833 △1.6 

株主資本合計     31,813 62.7   33,182 60.4   34,602 68.0 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価
差額金 

    421 0.8   192 0.4   330 0.6 

評価・換算差額等合計     421 0.8   192 0.4   330 0.6 

純資産合計     32,235 63.5   33,375 60.8   34,932 68.7 

負債純資産合計     50,762 100.0   54,908 100.0   50,882 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１   14,296 100.0   13,797 100.0   34,575 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   11,018 77.1   10,602 76.8   22,085 63.9 

売上総利益     3,278 22.9   3,195 23.2   12,489 36.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２   3,250 22.7   3,365 24.4   6,989 20.2 

営業利益又は営業損
失（△）     27 0.2   △169 △1.2   5,499 15.9 

Ⅳ 営業外収益 ※３   435 3.0   652 4.7   851 2.5 

Ⅴ 営業外費用 ※４   71 0.5   166 1.2   149 0.4 

経常利益     391 2.7   316 2.3   6,201 17.9 

Ⅵ 特別利益     0 0.0   36 0.3   0 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※５   9 0.0   567 4.2   409 1.2 

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失（△） 

    382 2.7   △214 △1.6   5,792 16.8 

法人税、住民税及び
事業税   30     29     2,533     

法人税等調整額   139 169 1.2 △62 △32 △0.3 △48 2,484 7.2 

中間（当期）純利益
又は中間純損失
（△） 

    212 1.5   △181 △1.3   3,307 9.6 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計  
別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金  

平成18年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 18,500 3,169 22,431 △868 32,755 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立（注）         1,500 △1,500 －   － 

剰余金の配当（注）           △1,153 △1,153   △1,153 

役員賞与（注）           △0 △0   △0 

中間純利益           212 212   212 

自己株式の取得               △2 △2 

自己株式の処分           △0 △0 3 2 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
                 

中間会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
－ － － － 1,500 △2,442 △942 0 △941 

平成18年９月30日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 20,000 727 21,489 △867 31,813 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 686 686 33,441 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △1,153 

役員賞与（注）     △0 

中間純利益     212 

自己株式の取得     △2 

自己株式の処分     2 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
△264 △264 △264 

中間会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
△264 △264 △1,206 

平成18年９月30日 残高 （百万円） 421 421 32,235 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計  
別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金  

平成19年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 20,000 3,482 24,244 △833 34,602 

中間会計期間中の変動額                  

別途積立金の積立         1,800 △1,800 －   － 

剰余金の配当           △1,252 △1,252   △1,252 

中間純損失           △181 △181   △181 

自己株式の取得               △4 △4 

自己株式の処分           △6 △6 25 18 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
                 

中間会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
－ － － － 1,800 △3,241 △1,441 21 △1,419 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 21,800 241 22,802 △812 33,182 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 330 330 34,932 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △1,252 

中間純利益     △181 

自己株式の取得     △4 

自己株式の処分     18 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額 
△137 △137 △137 

中間会計期間中の変動額合計 

                      （百万円） 
△137 △137 △1,557 

平成19年９月30日 残高 （百万円） 192 192 33,375 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

(注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分及び平成18年11月の取締役会決議による中間配当項目であります。

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株

式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計  

利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 

合計  
別途 

積立金 

繰越 

利益 

剰余金  

平成18年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 18,500 3,169 22,431 △868 32,755 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立（注）         1,500 △1,500       

剰余金の配当（注）           △1,482 △1,482   △1,482 

役員賞与（注）           △0 △0   △0 

当期純利益           3,307 3,307   3,307 

自己株式の取得               △7 △7 

自己株式の処分           △10 △10 42 31 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
                 

事業年度中の変動額合計（百万円）         1,500 312 1,812 35 1,847 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 5,500 5,692 5,692 761 20,000 3,482 24,244 △833 34,602 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 （百万円） 686 686 33,441 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立（注）       

剰余金の配当（注）     △1,482 

役員賞与（注）     △0 

当期純利益     3,307 

自己株式の取得     △7 

自己株式の処分     31 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△356 △356 △356 

事業年度中の変動額合計（百万円） △356 △356 1,491 

平成19年３月31日 残高 （百万円） 330 330 34,932 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合への出資 

組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決

算報告書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっ

ております。 

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合への出資 

同左 

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合への出資 

同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  製品及び仕掛品 

総平均法に基づく原価法 

製品及び仕掛品 

同左 

製品及び仕掛品 

同左 

  原材料 

総平均法に基づく原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、機械装置及び平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

(1）有形固定資産 

 同左 

(1）有形固定資産 

  同左 

  建物 ５年～50年 

機械装置 ２年～10年 

   
   

   
   

  ――――― 

  

（会計方針の変更）  

  当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

  これにより営業損失、税引前

中間純損失はそれぞれ13百万円

増加し、経常利益は13百万円減

少しております。 

――――― 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ――――― （追加情報） 

  当社は、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。 

  これにより営業損失、税引前

中間純損失はそれぞれ13百万円

増加し、経常利益は13百万円減

少しております。 

  

 ――――― 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当中間

会計期間対応分を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるた

め、翌期賞与支給見込額のうち当

期期間対応分を計上しておりま

す。 

  (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

  ただし、当中間会計期間末にお

いては、年金資産の見込額が退職

給付債務見込額から未認識数理計

算上の差異を控除した額を超えて

いるため、前払年金費用として投

資その他の資産の「その他」に含

め貸借対照表に計上しておりま

す。 

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌期から費用処

理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

 同左 

(3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

  ただし、当事業年度末において

は、年金資産の見込額が退職給付

債務見込額から未認識数理計算上

の差異を控除した額を超えている

ため、前払年金費用として投資そ

の他の資産の「その他」に含め貸

借対照表に計上しております。 

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により翌期から費用処

理することとしております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 同左    外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。なお、仮受

消費税等と仮払消費税等は相殺

し、流動資産の「その他」に含め

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 



会計方針の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は32,235百万円でありま

す。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

――――― 

   

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

  従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は34,932百万円でありま

す。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

14,460百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

16,381百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

15,479百万円 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

※２．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

建    物 1,994百万円 

土    地 754  

そ の 他 476  

計 3,225 

建    物 1,862百万円 

土    地 754  

そ の 他 482  

計 3,099 

建    物 1,925百万円 

土    地 754  

そ の 他 486  

計 3,166 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 14,000百万円 

計 14,000 

短期借入金 16,500百万円 

計 16,500 

短期借入金 9,500百万円 

計 9,500 

     

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．売上高の季節的変動 

 当社の売上高は、特にきのこ生産部門にお

いて上半期と下半期の売上高との間に季節的

変動による著しい差異があります。 

※１．売上高の季節的変動 

同左 

※１．売上高の季節的変動 

───── 

※２．減価償却実施額 

有形固定資産 912百万円 

無形固定資産 5 

※２．減価償却実施額 

有形固定資産 1,082百万円 

無形固定資産 4 

※２．減価償却実施額 

有形固定資産 1,938百万円 

無形固定資産 9 

※３．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 28百万円 

受取配当金 165 

受取家賃 77 

為替差益 74 

※３．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 78百万円 

受取配当金 152 

受取家賃 115 

※３．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 107百万円 

受入助成金 125 

受取家賃 159 

※４．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 29百万円 

貸与資産減価償却費 30  

※４．営業外費用のうち主要なもの 

為替差損 72百万円 

支払利息 65  

※４．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 75百万円 

貸与資産減価償却費 62  

※５． 

―――― 

※５．特別損失のうち主要なもの 

役員退職慰労金 519百万円 

※５．特別損失のうち主要なもの 

子会社債権放棄損 400百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、新株予約権の権利の行

使による自己株式の処分によるものであります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、新株予約権の権利の行

使による自己株式の処分によるものであります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、新株予約権の権利の行

使による自己株式の処分によるものであります。 

  
前事業年度末株式数 

            （株） 

当中間会計期間増加 

株式数      （株） 

当中間会計期間減少 

株式数      （株） 

当中間会計期間末 

株式数      （株） 

普通株式    （注） 408,483 1,402 1,600 408,285 

合計 408,483 1,402 1,600 408,285 

  
前事業年度末株式数 

            （株） 

当中間会計期間増加 

株式数      （株） 

当中間会計期間減少 

株式数      （株） 

当中間会計期間末 

株式数      （株） 

普通株式    （注） 392,218 1,952 12,000 382,170 

合計 392,218 1,952 12,000 382,170 

  
前事業年度末株式数 

            （株） 

当事業年度増加株式

数        （株） 

当事業年度減少株式

数        （株） 

当事業年度末株式数 

         （株） 

普通株式    （注） 408,483 3,735 20,000 392,218 

合計 408,483 3,735 20,000 392,218 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置 

その他 

9,674 

133 

7,375 

61 

2,299 

71 

合計 9,807 7,436 2,370 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置 

その他 

3,288 

133 

2,453 

87 

835 

46 

合計 3,421 2,540 881 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 

その他 

9,433 

127 

7,550 

71 

1,883 

56 

合計 9,560 7,621 1,939 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,700百万円 

１年超 497百万円 

合計 2,197百万円 

１年内 592百万円 

１年超 310百万円 

合計 902百万円 

１年内 1,187百万円 

１年超 565百万円 

合計 1,752百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 1,462百万円 

減価償却費相当額 1,406百万円 

支払利息相当額 28百万円 

支払リース料 785百万円 

減価償却費相当額 751百万円 

支払利息相当額 15百万円 

支払リース料 2,439百万円 

減価償却費相当額 2,339百万円 

支払利息相当額 51百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

       該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成19年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………………       329 百万円 

(ロ）１株当たりの金額……………………………………    10 円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………… 平成19年12月10日 

(注）平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第44期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年８月29日関東財務局長に提出 

事業年度（第44期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

  

(3）臨時報告書 

平成19年６月28日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ホクト株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 中   崇 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月18日 

ホクト株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川井 克之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野本 博之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山中 崇   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホクト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ホクト株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１８日

ホ ク ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているホクト株式会社の平

成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に  必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ホクト

株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 本 博 之 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 中   崇 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月18日 

ホクト株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川井 克之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 野本 博之  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山中 崇   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるホクト株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ホクト株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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